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1 .研究の目的

昭和58年度から実施されたレクリエーション指導者(以下指導者と略す)養成 E類課程

認定枝は、年々増加を続けている.また昭和62年に『社会福祉士及び介護福祉士法』が成

立し、福祉の分野においても指導者の増加が見込まれる。 r資格というものが社会的に認

められた専門的な睡能の確立を目指すものである以上、社会のニーズに対応する資格の内

容改善は避けて通れないテーマである。」という指摘 1)の通り、専門型指導者養成として

のE類制度は専門的膿能として、どのような分野のニーズに対応できる資格養成とするか

は重要な研究課題といえる.

そこで本研究は、大学等で行う専門職としての指導者養成が、より社会のニーズに応え

られるシステムとなる為の基礎資料を得る為に、 E類課程認定校卒業生の就業実態を調査

し、合せてリゾート関連企業の学卒者採用実績についても調査し、リゾート関連企業にお

ける今後の指導者の説醸マーケットの可能性について明らかにすることを目的とした.

1I.研究の方法

E類課程認定校卒業生の就業実態調査は、昭和63年 9月末現在、 E類課程認定枝におい

て資格を取得した指導者 3，206名のうち、既に卒業している指導者の中から単純無作為に

850名を抽出し、質問紙郵送法により調査を行った.有効回答致{率)は、 213票 (25.0

%)であった.リゾート関連企業の学卒者保用実績調査は、事例として28リゾート開発事業

の関連企業30社を対象とし、質問紙留置法により行った.有効回答数(率)は、 27票 (90

.0%) であった.調査期間は、いずれも昭和 63年 10月~ 11月である。

m.結果及び考察
今回の E類課程認定校卒業生の就業実態の調査からは、リゾート関連企業への就業は見

られなかった。就業先は、 E類授のうち 4年制大学卒業生の93.0%にあたる体育・社会体

育専攻の学生の49.1%が学校教員、短大卒業生の51.4%にあたる幼児・児童教育・保育専

攻の67.6%が保育園・幼稚園、また37.5%にあたる初等教育専攻の65.2%が一般事務等、

専門学校等の35.7%にあたる体育・社会体育専攻の69.仰が社会体育・スポーツ施設に、

そして 47.6%にあたる社会福祉、児童福祉専攻の60.仰が福祉施設・医療施設へと就臓し

ており、大学等における専攻内容に沿った型が多いと言える.一方、職務上のレクリエー

ション指導の内容について、 GSDに加えてスポーツ、体操、野外活動など限定された種

目の箆囲でのみ指導者としての活動が意識されている。

リゾート関連企業の学卒者採用実績調査では、体育系の卒業生については88.9%、教育

系は55.6%、また福祉系は27.8%の企業において採用実績があった。しかし採用時の評価

- 44-



項目として資格・専門的能力は、人柄、健康度、一般教養、事業に対する意欲などに比べ

重要とは言えず、評価の対象となる資格でもスキー、テニス、水泳等のスポーツ活動指導

者資格がみられたが、レクリエーション指導者資格は評価の対象とはならなかった.また

企業の指導者資格の認知度をみると、 「詳しくは知らない Jと「全く知らない Jを合せる

と80%以上であった。今回の調査の対象となったリゾート関連企業による開発中のリゾー

ト施設の内容をみると、短期滞在スポーツ活動主体型の施設開発であり、学卒者の採用ニ

ーズも特定のスポーツ活動指導者にはあるが、その他の採用ニーズは事務瞳、営業職、接

客等サービス業務、施設管理膿等であった。

IV.結論

西暦2000年にかけての就業構造では、知識・サービス部門のうち、マネージメントサー

ビス、レジャー関連サービスにおける増加が見込まれ、 n 近年の基幹職能集団の増減を見

ても専門的・技術的臓業従事者(サービス専門聴)の増加が最も大.きい o 3 Iこのような就

業人口構造の動きにリゾート法が昭和62年に制定されたことを合せると、レジャー産業の

中のリゾート関連企業における指導者にとっての就職マーケットは、今後大きな伸びを示

すものと考えられる。村越ら.Iの研究によれば長期滞在保養・休養型リゾートでは余暇活

動を中心として『自分らしさを追及』し r心の豊かさを求め』また『他者とのコミュニケ

ーションを図る』ことが可能だとしている。従って、国民の余暇生活の実態が 2.......3泊を

主体とする「観光周遊型」から、長期に滞在し、繰返し訪れる「休養型リゾート滞在 Jに

変化するに従い、非日常的レジャーランド型でなく日常的余暇活動を主体として、休養、

自己実現、コミュニティ形成といった活動が実現可能となり、そこでその活動の支援者と

しての指導者のニーズが高まるといえる.しかし現状の指導者資格はこのニーズに適確に

応えられるものとはなっていないと考えられる.今後生れるこうしたマーケットのニーズ

に応える意味からも、指導者の資格内容を臓務として明確にし、かつ社会的認知度を高め

る必要がある.そこで特にリゾート関連企業における指導者資格の専門性としては、スポ

ーツ活動指導型、イベントプランナー型、高齢者・障害者等に対応できるレクリエーショ

ンセラピスト型、学童・幼少児の活動に対応できるレクリエーション・リーダー型、リゾ

ート全体の管理運営(レクリエーション・マネージメント)ができる総合醸型等の専門性

が考えられる。

V.今後の謀題

今後の課題として、リゾート産業を就磁のターゲットとして開校する各種学校、専門学

校のカリキュラム内容、就臓状況、醸務内容等について追跡調査し、専門家養成の為の研

究資料とする必要があると考える.
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